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　2020年夏号（118号）をお届けします。

◇　新型コロナウイルス感染症による影響を
受けられている全ての皆様に心よりお見舞い
申し上げます。
　「新しい生活様式」の実践と引き続きの警
戒により、新型コロナウイルス感染症が終息
に向かっていくことを祈念いたします。

◇　改正民法（債権法）が令和2年4月1日
から施行されました。
　当機構の電話相談にも、契約不適合責任の
内容、賃貸借契約における個人連帯保証の極
度額設定など、新しいルールの問合せが来て
おります。
　極度額など不動産賃貸借については、第
110回講演会「民法（債権法）改正と不動産
賃貸借における契約書実務への影響」で、弁
護士の江口先生に解説いただいております。
　契約不適合責任の内容などについては、第
111回講演会「民法改正も踏まえた媒介契約
のポイント　－媒介契約に関する紛争と実務
上の問題点－」で、弁護士の岡本先生、宇仁
先生に解説いただいております。
　どちらも講演録を発行しておりますので、
ご興味のある方は当機構までお申し込みくだ
さい。

◇　毎年発行している『不動産売買の手引』
及び『住宅賃貸借（借家）契約の手引』を、
改訂・発刊いたしました。一般消費者向けに
分かりやすい内容になっており、改正民法（債
権法）にも対応しています。詳細は、本紙報
告をご覧ください。

◇『不動産取引紛争主要事例集』（平成21年
度～平成30年度）を発刊いたしました。当機
構では、毎年、東京都、埼玉県、千葉県、神
奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県及び福岡県
から頂いた資料を基に、紛争の概要と処分等
の概要について取りまとめておりますが、そ
れらの過去10年分を分類・整理し、冊子とし
て取りまとめました。詳細は、本紙報告をご
覧ください。

◇　今号の「最高裁主要判例解説」では、宅
建業者の不正により損害を受けた買主が、監
督権者である知事に対し、宅建業免許の付与
及び監督処分の不行使について、国家賠償法
に基づき損害賠償請求した判例を解説してい
ます。宅建業の監督権者の国賠法上の責任が
争われた有名なリーディングケースですの
で、参考にしてください。
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